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研究成果の概要（和文）：近年、日本人（母語話者）と外国人（非母語話者）が共に仕事をする機会が格段と増え、コ
ミュニケーションに関わる問題や摩擦が数多く生まれている。本研究では、第1に、それらの問題点を日中印の調査か
ら抽出した。第2に、必要となる「ビジネスコミュニケーション能力」を示し評価方法を検証した。第3にビジネスコミ
ュニケーション能力を育成するために2種類の教材（課題達成型と問題発見解決型）を開発した。第4に、それらの教材
の効果について実証研究を行い、最後に、両者が円滑に協働していくには、日本人と外国人双方が学びあうことが重要
だと明らかになったことから、日本人と外国人双方を対象とした人材育成プログラムを開発した。

研究成果の概要（英文）： Japanese business-people and non-Japanese business-people working in Japan and 
other countries (especially Asia) has increased in number. Though Japanese is used as a communication 
tool, communication problems and conflicts exist among them.
 The purpose of Study 1 is to find out from emic view, what they consider to be problems. Study 2 
examines what kind of the business communication is required. In Study 3, based on findings, two kinds of 
approaches are developed; “process-oriented approach” and “case-based approach”. We conducted 
practical studies in Study 4 and published textbooks. We find out that Japanese education should be 
considered in the broader context of human resources development in this global era. In Study 5, we 
developed the human resources programs for work collaboratively with people of different cultural 
backgrounds including Japanese businesspeople. Thus we conclude that Japanese education should be 
considered in the broader context in this global era.

研究分野： ビジネスコミュニケーション・協働学習
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
●グローバル化と印日経済連携協定（EPA）
の締結 

2010 年 10 月に印日間で経済連携協定が
締結され、インドと日本の貿易は一層活発
になることが予想された。研究代表者らは、
科研費基盤研究（C）「日印・日本語教育支
援プログラムの開発に関する基礎研究」（平
成 20 年度から 22 年度）において、3 年間、
インド国内におけるインド人と日本人間の
ビジネスコミュニケーションの問題点と課
題について検討を進めた。その結果、課題
の整理や具体的な解決策を打ち出すこと、
ビジネスコミュニケーション能力育成のた
めの教材や評価方法を検討する必要性が認
められたため、本研究が開始された。 
●これまでの研究成果を踏まえ着想に至っ
た経緯 
代表者らは、上記（（平成 20 年度から 22

年度）科研費基盤研究（C）において次の点
について、実証研究を進めた。 
(1) 問題点の把握と必要な能力の記述 
① ビジネス日本語教育現場における問題点

と課題 
② 企業で必要なビジネス・コミュニケー

ション能力に関する当事者意識 
③ 製造業（企画部、技術開発部門）に勤

務する際に必要となる日本語及び能力
の記述 

(2) 教育方法・支援ツールの開発 
① 問題発見解決能力を育成する方法 
② インド人通訳養成プログラムの開発 
③ ビジネス・コミュニケーションに関する

教科書の試作版作成 
④ ビジネス日本語研究会（日本語教育学会

SIG）の発足 
●解明された項目と研究課題 

3 年間で上記の研究成果が出たものの、そ
れぞれの精度を検証する必要があった。特に
教科書の開発とビジネスコミュニケーショ
ン能力に関する評価方法を検討することが
課題として残された。さらにインド以外の国
に対しても調査研究を進めていくことで、ビ
ジネスコミュニケーション能力の可視化及
び教材の精緻化が可能になると考えた。 
 
２．研究の目的 
これまでの研究を継続、発展させるために、

本研究では次の 4 点を研究目的とした。(1)
ビジネス・コミュニケーション（職場内外）
における問題点を抽出し、必要となる「ビジ
ネスコミュニケーション能力」について明ら
かにする。(2)ビジネスコミュニケーション能
力を育成するための教材開発をする。(3)開発
した教材の効果の検証をする。(4)ビジネスコ
ミュニケーション能力の評価基準を検討し、
日本人と外国人の双方を対象とした人材育
成プログラムを構築する。 
 
３．研究の方法 

｢ビジネスコミュニケーション能力育成の
ための日本語教材と評価方法の開発｣につい
て、次のような計画を進めた。 
① ビジネス上の問題点の記述と解明：イン

タビュー調査や PAC 分析を用い、製造
業、IT 関連企業、サービス業で生じる問
題点を記述し、問題の要因との関係を探
る。 

② 日本語教育現場の実態の調査：授業観察、
インタビュー調査によりビジネス日本
語教育の実態解明を行う。 

③ ①②を踏まえ、ビジネスコミュニケーシ
ョン能力育成のための教育方法を検討
し、教材（リソース）を開発する。 

④ ③の開発された教材（リソース）の効果
の 検 証 を す る 。 Plan-Do-Check-Act
（PDCA、計画―実行―評価―改善）サ
イクルを採用する。ケースメソッドの分
析・ワークショップ参加、「ケース学習」
に関するワークショップの実施、実験授
業の実施、授業後のインタビュー調査、
内省シートの内容分析等から効果を検
証する。 

⑤ ビジネスコミュニケーション能力の評
価方法の開発：複数の職場の行動分析、
Can-do Statements（能力記述文）の策
定、企業関係者と日本語教育関係者・日
本語学習者が集い、評価方法についての
意見交換をする。企業関係者の評価観の
差異をワークショップとインタビュー
調査から検証する。 

⑥ 日本人と外国人が働く企業における人
材育成プログラムの開発：企業とのコラ
ボレーションによるワークショップ開
催、開発した「ケース学習」による企業
研修（ワークショップ）の実施と分析、
インタビュー調査（人事部、営業部、企
画開発部他）を行う。 

 
４．研究成果 
 本研究の主な成果としては、ビジネス日本
語教育を狭義の「ビジネス日本語」と捉えず
に、コミュニケーション教育、協働学習、そ
して「人材育成」へと発展させることで、産
学連携を図ったこと、ビジネスコミュニケー
ション研究の結果と教育実践をつなぎ教材
開発等をし、外国人と日本人双方が学びあう
ことの重要性を示したことである。詳細は下
記のとおりである。 
(1)ビジネスコミュニケーション能力の精緻
化：日本語能力の差にかかわらず、課題達成
能力、問題発見解決能力、異文化理解能力の
3 点を中心とする実践力が重要であることが
示された（近藤・金 2014、近藤 2015）。日本
語能力別に見た場合は、CEFR（ Common 
European Framework of Reference for 
Languages: Learning, teaching, assessment 
ヨーロッパ共通参照枠）の B2 レベルが必要
であることが明らかになった（近藤・金 2014
他）。 



(2)教材開発及び(3)効果検証：ビジネスコミュ
ニケーション能力育成のために、2 種類の教
材開発を行い、効果を検証したことで、研究
で得た知見を教育実践につなげることがで
きた。第一の教材は、課題達成能力と異文化
理解能力に焦点を当てたものである（近藤・
品田他 2011）。PDCA サイクルを繰り返した結
果、言語知識の獲得と一部の言語使用（例え
ばロールプレイ）に留まらない、課題達成の
プロセスで学ぶことを提言した（近藤・品田
他 2012 参照）。日本語教育と人材育成の双方
の視点を融合した本教材は、ビジネス日本語
教育のパラダイムシフトを具現化した（近藤
2014 参照）。 
第二の教材は、企業関係者へのインタビュ

ー調査で得られたデータからケース教材（業
務上のトラブルやコミュニケーション上の
摩擦が書かれたもの）を作成し、討論を通じ
て問題発見解決能力を育成することを目指
している。実験授業や授業分析を行った結果、
参加者が、他の参加者との協働活動をしなが
ら多角的な視点から問題を解決することが
確認され教材の効果が認められた（近藤・金
他 2013、2014、近藤 2014 他）。 
(4)ビジネス日本語教育に携わる教師教育の
方法を新たに開発し、それをもとに教師養成
を国内外で実施した（近藤 2012、2013 他）。
その結果、新しいパラダイムが生まれ、ビジ
ネス日本語教育に携わる教師間のネットワ
ークの拡充にもつながった。立ち上げた「ビ
ジネス日本語研究会」も年に 2回継続的に開
催した。さらに 2015 年度は初の世界大会（シ
ンガポール）を開くこととなった。 
(5)人材育成プログラムの開発 
日本人と外国人の間の多様な評価観を含

めた人材育成プログラムの開発を行った（日
本人対象、日本人・外国人双方を対象、外国
人対象の 3 種類）。企業関係者と連携をして
当該プログラムを開発したことは、企業と日
本語教育が連携する体制づくりのモデルと
なった。 
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